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1. 平成28年9月期第1四半期の連結業績（平成27年10月1日～平成27年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年9月期第1四半期 252,146 2.7 2,361 △3.3 2,748 △3.1 1,704 △3.7
27年9月期第1四半期 245,449 19.8 2,442 △3.3 2,836 1.6 1,771 13.2

（注）包括利益 28年9月期第1四半期 2,182百万円 （△19.3％） 27年9月期第1四半期 2,703百万円 （7.7％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

28年9月期第1四半期 45.52 ―
27年9月期第1四半期 47.29 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

28年9月期第1四半期 344,995 106,275 29.9
27年9月期 303,478 105,003 33.6
（参考）自己資本 28年9月期第1四半期 103,226百万円 27年9月期 101,887百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年9月期 ― 22.00 ― 24.00 46.00
28年9月期 ―
28年9月期（予想） 23.00 ― 23.00 46.00

3. 平成28年9月期の連結業績予想（平成27年10月1日～平成28年9月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 472,000 2.2 4,480 △8.5 4,970 △8.9 2,940 △11.3 78.50
通期 940,000 1.5 9,000 0.8 10,150 0.3 6,150 △0.5 164.21



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関
する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年9月期1Q 38,153,115 株 27年9月期 38,153,115 株
② 期末自己株式数 28年9月期1Q 701,530 株 27年9月期 701,373 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年9月期1Q 37,451,678 株 27年9月期1Q 37,452,573 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府及び日本銀行による各種政策の効果等により企業収益

は改善傾向にあり、景気は緩やかな回復基調が見られます。しかしながら、中国の景気減速を起点とした世界景気

の下振れ懸念や、株価及び原油価格の下落等により、わが国の景気の先行きは不透明な状況にありました。

食品流通業界におきましては、国内の雇用情勢及び所得環境は堅調に推移しており、一部の消費では底堅い面が

見られるものの、円安・原材料価格高騰等による商品の値上げが家計への負担感を強め、日常の生活関連消費につ

いては生活防衛意識の強さが続いています。さらに、内食化傾向が続く一方で、消費者の生活スタイルの変化等に

よる食生活の多様化を背景とした企業間競争は一層激化し、人手不足等に伴う物流コストの負担も大きく、厳しい

経営環境で推移いたしました。

このような状況下において当社グループは、卸売業の役割である「つなぎ」と提案型営業を推進し、営業力のさ

らなる強化により小売業をはじめとした取引先との取り組みを一つひとつ積み重ね、店舗の売場づくり及び商品開

発力のレベルアップを図ることで、価格だけに頼らない価値の提供に取り組みました。また、物流をはじめとした

諸経費の抑制及び業務の生産性向上等のローコストオペレーションにより経営の合理化に努めました。

また、平成27年12月には、㈱植嶋より菓子卸売事業を譲り受け、菓子カテゴリーの拡充に向けて営業を開始いた

しました。

海外事業においては、今後の当社グループの成長戦略の一つとして位置付け、既に事業展開している中国・ベト

ナム・シンガポールと日本を含めたアジア諸国間の食品流通インフラの構築を進めており、平成28年１月にはベト

ナムに本社を置くToan Gia Hiep Phuoc Trading and Food Processing Joint Stock Companyの株式譲渡契約を締

結し、アジア地域における一層の事業展開の強化を図ってまいります。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期に比べて2.7％増加し、2,521億46百万

円となりました。利益につきましては、利益管理の徹底及び諸経費の抑制に努めたものの、営業利益は23億61百万

円（前年同四半期比3.3％減）となり、経常利益は27億48百万円（前年同四半期比3.1％減）となりました。そし

て、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期に比べ3.7％減少し、17億４百万円となりました。

 

セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

なお、各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

 

＜常温流通事業＞

当社グループの主力事業であります常温流通事業につきましては、日常の生活関連消費については生活防衛意識

の強さが続いている一方で、多様化する需要に対応すべく、価格だけに頼らない価値の提供に取り組むために、仕

入先とも連携しながら得意先との関係強化を図るとともに、自社ブランド商品の開発及び拡売に取り組むことで提

案力の強化を図りました。また、すべての業務プロセスを改めて見直してムダの徹底排除を行い、一層のコスト削

減及び生産性向上を図ることで経営の効率化を進めました。

以上の結果、売上高は1,772億48百万円（前年同四半期比2.8％増）となり、営業利益は19億46百万円（前年同四

半期比4.3％減）となりました。

 

＜低温流通事業＞

低温流通事業につきましては、円安を背景とした食料品の値上げによる消費者の生活防衛意識は依然高く、企業

間の価格競争の動きも活発化しており、経営環境は厳しい状況で推移いたしました。

このような状況下において、提案型営業の推進による売上拡大と並行し売上総利益率の改善に取り組むととも

に、コストの抑制に努めてまいりました。

以上の結果、売上高は260億55百万円（前年同四半期比6.1％増）となり、営業利益は売上総利益率の低下等によ

り23百万円（前年同四半期比72.8％減）となりました。

 

＜酒類流通事業＞

酒類流通事業につきましては、成熟化した市場の中で前期同様に価格面や品質面で二極化が鮮明になり、こだわ

り商品であるプレミアムビール・クラフトビールや清酒の特定名称酒の飲用層が増加し、またウイスキーユーザー

の飲用層の拡大により輸入・国産ウイスキーの需要が高まっておりますが、消費規模の縮小傾向は依然として続い

ております。
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このような状況下において、取引先との取組強化や利益管理の徹底、ローコストオペレーションなどに取り組ん

でまいりました。

以上の結果、売上高は513億72百万円（前年同四半期比0.6％増）となり、営業利益は１億15百万円（前年同四半

期比94.0％増）となりました。

 

＜その他＞

その他の事業につきましては、物流関連がその主な事業内容であり、当社グループの売上が堅調に推移したこと

に加え、グループ外との取引も伸長した結果、売上高は29億35百万円（前年同四半期比4.6％増）となり、営業利

益は２億79百万円（前年同四半期比4.1％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ415億16百万円増加し3,449億95百万円

となりました。

流動資産は、主に売上債権及びたな卸資産が増加したことから、388億１百万円増加し2,396億21百万円となりま

した。また固定資産は、有形固定資産の取得及び投資有価証券の時価評価額の上昇等により、27億14百万円増加し

1,053億74百万円となりました。

流動負債は、主に仕入債務が増加したことから、399億83百万円増加し2,245億73百万円となり、固定負債は、投

資有価証券の時価評価額の上昇等により繰延税金負債が増加したことから、２億60百万円増加し141億46百万円と

なりました。

純資産は、12億72百万円増加し1,062億75百万円となり、その結果、自己資本比率は29.9％となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成27年11月13日の「平成27年９月期 決算短信」で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期の連結

業績予想に変更はありません。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年９月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 63,574 59,333 

受取手形及び売掛金 110,010 146,409 

有価証券 1,100 600 

商品及び製品 19,289 25,622 

仕掛品 14 12 

原材料及び貯蔵品 547 576 

繰延税金資産 676 391 

その他 6,071 7,146 

貸倒引当金 △464 △472 

流動資産合計 200,819 239,621 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 14,342 16,917 

機械装置及び運搬具（純額） 2,333 2,475 

工具、器具及び備品（純額） 419 441 

土地 25,256 25,224 

リース資産（純額） 1,621 1,585 

建設仮勘定 1,082 17 

有形固定資産合計 45,055 46,663 

無形固定資産    

のれん 2,978 2,600 

ソフトウエア 3,448 3,400 

電話加入権 45 45 

その他 53 49 

無形固定資産合計 6,525 6,095 

投資その他の資産    

投資有価証券 38,768 40,405 

差入保証金 4,892 4,903 

投資不動産（純額） 3,191 3,077 

繰延税金資産 405 384 

退職給付に係る資産 191 241 

その他 3,847 3,656 

貸倒引当金 △218 △52 

投資その他の資産合計 51,077 52,615 

固定資産合計 102,659 105,374 

資産合計 303,478 344,995 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年９月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 170,369 210,122 

短期借入金 482 476 

リース債務 511 508 

未払金 8,367 10,865 

未払費用 220 155 

未払法人税等 2,259 651 

未払消費税等 531 173 

賞与引当金 1,273 624 

役員賞与引当金 95 58 

資産除去債務 － 0 

その他 477 936 

流動負債合計 184,589 224,573 

固定負債    

長期借入金 1,478 1,355 

リース債務 1,194 1,156 

繰延税金負債 4,192 4,631 

役員退職慰労引当金 390 357 

退職給付に係る負債 5,228 5,214 

資産除去債務 130 129 

その他 1,271 1,300 

固定負債合計 13,885 14,146 

負債合計 198,475 238,719 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,934 5,934 

資本剰余金 8,806 8,806 

利益剰余金 76,402 77,208 

自己株式 △865 △865 

株主資本合計 90,277 91,083 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 11,357 12,208 

繰延ヘッジ損益 0 0 

為替換算調整勘定 187 △127 

退職給付に係る調整累計額 64 62 

その他の包括利益累計額合計 11,609 12,143 

非支配株主持分 3,116 3,048 

純資産合計 105,003 106,275 

負債純資産合計 303,478 344,995 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年10月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 245,449 252,146 

売上原価 229,916 236,239 

売上総利益 15,533 15,906 

販売費及び一般管理費 13,090 13,545 

営業利益 2,442 2,361 

営業外収益    

受取利息 37 45 

受取配当金 229 238 

持分法による投資利益 3 － 

不動産賃貸料 65 65 

貸倒引当金戻入額 0 0 

売電収入 18 24 

その他 113 98 

営業外収益合計 466 471 

営業外費用    

支払利息 15 14 

持分法による投資損失 － 3 

為替差損 － 13 

不動産賃貸費用 34 23 

売電費用 19 23 

その他 3 6 

営業外費用合計 72 84 

経常利益 2,836 2,748 

特別利益    

固定資産売却益 20 14 

投資有価証券売却益 0 1 

特別利益合計 20 16 

特別損失    

固定資産除売却損 17 0 

投資有価証券売却損 － 0 

電話加入権評価損 0 － 

たな卸資産廃棄損 － 79 

リース解約損 0 0 

特別損失合計 18 80 

税金等調整前四半期純利益 2,838 2,683 

法人税、住民税及び事業税 801 650 

法人税等調整額 246 336 

法人税等合計 1,048 986 

四半期純利益 1,790 1,697 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
19 △7 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,771 1,704 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年10月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 1,790 1,697 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 927 837 

繰延ヘッジ損益 0 0 

為替換算調整勘定 － △385 

退職給付に係る調整額 △13 △2 

持分法適用会社に対する持分相当額 － 35 

その他の包括利益合計 913 485 

四半期包括利益 2,703 2,182 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,676 2,239 

非支配株主に係る四半期包括利益 27 △56 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３ 
 

常温流通
事業 

低温流通
事業 

酒類流通
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 169,803 24,502 49,708 244,013 1,436 245,449 － 245,449 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,569 61 1,341 3,972 1,368 5,340 △5,340 － 

計 172,372 24,563 51,049 247,986 2,804 250,790 △5,340 245,449 

セグメント利益 2,034 84 59 2,178 291 2,469 △27 2,442 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額△27百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３ 
 

常温流通
事業 

低温流通
事業 

酒類流通
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 174,530 26,020 50,108 250,659 1,486 252,146 － 252,146 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,718 34 1,263 4,017 1,448 5,465 △5,465 － 

計 177,248 26,055 51,372 254,676 2,935 257,612 △5,465 252,146 

セグメント利益 1,946 23 115 2,084 279 2,364 △2 2,361 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

（株式の取得） 

当社は、ベトナムに本社を置くToan Gia Hiep Phuoc Trading and Food Processing Joint Stock Company

（以下、「TogiCo」という）の株式を取得することについて、平成28年１月８日に同社株主との間で株式譲渡契

約を締結いたしました。 

なお、取得価額及び発生するのれんの金額等については確定しておりません。 

 

１．株式取得の目的

当社グループは、独立した存在感のある全国卸売業としての企業規模を確立するとともに、次代の成長を

見据えて一層の機能強化を図るため、特に経済成長に伴い小売市場が拡大するアジア地域に注目をしてまい

りました。

TogiCoは、ホーチミン及びハノイに営業拠点を持ち、ベトナムにおいて主要な小売業者との強い取引関係

を築き上げたことで、本国において確固たる地位を確立している有力食品卸売企業であります。

当社グループは、すでにベトナムにおいて事業を展開しておりますが、当該株式取得により同国における

存在感をさらに高めるとともに、すでにアジア地域において展開している中国及びシンガポールとの協業を

進めることで、より一層の海外事業展開の強化を図り、企業価値の向上に取り組んでいく所存であります。

 

２．株式取得の相手先

Doan Hong Quang他

 

３．取得する会社の概要

（1）取得先の名称

Toan Gia Hiep Phuoc Trading and Food Processing Joint Stock Company

（2）所在地

Lot B3d, Zone B, Hiep Phuoc Industrial Zone, Hiep Phuoc Commune, Nha Be District, Ho Chi Minh 

City, Vietnam

（3）代表者

General Director Nguyen Trong Dinh

（4）事業内容

食品卸売業

（5）資本金

5,000百万ベトナムドン

（6）設立年月日

平成17年７月21日

（7）売上高

181,575百万ベトナムドン（平成26年12月期） 

 

４．株式取得の時期 

未定 

（注）株式の取得は、関連法令に基づく手続きの完了等、取引実行のための前提条件が満たされることを

条件としております。 

 

５．取得後の持分比率

取得前の持分比率   ０％ 

取得後の持分比率 99.9％ 

 

６．支払資金の調達方法及び支払方法

自己資金

 

（自己株式の取得及び自己株式の公開買付）

当社は、平成28年２月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づく自己株式の取得及びその具体的な取得方法として、以下のと

おり、自己株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」という）を行うことを決議いたしました。
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１．自己株式の取得及び本公開買付け等の目的 

平成27年８月下旬に当社の第１位株主であり、当社普通株式3,270,142株を保有する住友商事株式会社

（以下、「住友商事」という）より、その保有する当社普通株式の一部について、売却する意向がある旨の

連絡を受けました。

当社は、住友商事からの連絡を受けて、平成27年11月中旬に、一時的にまとまった数量の株式が市場に放

出された場合における当社普通株式の流動性及び市場株価への影響、並びに当社の財務状況等に鑑みて、当

社の資本効率の向上及び株主の皆様への利益還元を図る目的から、当該株式を自己株式として取得すること

についての具体的な検討を開始いたしました。

その結果、当社が当該株式を自己株式として取得することは、当社の１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）及

び自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）等の資本効率の向上に寄与し、株主の皆様に対する利益還元に繋がると

同時に、かかる自己株式の取得を行った場合においても、当社の財務状況や配当方針に大きな影響を与えな

いものと判断いたしました。また、自己株式の具体的な取得方法については、株主間の平等性、取引の透明

性の観点から十分に検討を重ねた結果、公開買付けの手法が適切であると判断いたしました。

 

２．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（1）取得する株式の種類

普通株式

（2）取得する株式の総数

950,100株（上限）

（3）取得する期間

平成28年２月９日から平成28年４月28日まで

（4）取得価額の総額

2,448,407,700円（上限）

 

３．本公開買付け等の概要

（1）本公開買付け等の期間

平成28年２月９日から平成28年３月８日まで（20営業日）

（2）公開買付開始公告日

平成28年２月９日

（3）買付け等の価格

普通株式１株につき、2,577円

（4）買付予定の株式等の数

950,000株

（5）決済の開始日

平成28年３月31日

（6）取得資金

自己資金
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